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令和 7 年(2025 年)12 月 22 日 

 

議案第１３６号 令和７年度 甲賀市一般会計補正予算（第７号）の概要 

 

■概 要 

  物価高騰の影響を受ける子育て世帯に対し、物価高対応子育て応援手当を支給するほか、給

与改定及び人事異動に係る人件費等について、所要の補正を行います。 

  あわせて、物価高対応子育て応援手当支給事業の繰越明許費を設定します。 

 

■補正予算額 

  ○ 補正後の額  ４８，２０３，８５５千円（うち一般財源 ３１，３０８，４２１千円） 

 

■補正予算の主な内容 

 

【歳入予算の補正】 

 

  ● 国庫支出金             ２７９，０２８千円 

・国民年金事務取扱委託金                   １７３千円 

・重層的支援体制整備事業交付金（新機能分）           ８７千円 

・生活困窮者自立相談支援事業費等負担金            １１９千円 

・物価高対応子育て応援手当支給事業費補助金      ２７０，２００千円 

・物価高対応子育て応援手当支給事務費補助金        ８，４４９千円 

 

● 県支出金                    ４３千円 

・重層的支援体制整備事業交付金（新機能分）            ４３千円 

 

● 基金繰入金              ３４，２８９千円 

    ・財政調整基金繰入金                  ３４，２８９千円 

   

 

【歳出予算の補正】 

 

物価高騰対策に係るもの 

  

● 物価高対応子育て応援手当支給事業   ２７８，６４９千円（国278,649） 

物価高騰の影響を受ける0歳から18歳までの子どもを養育する世帯に対し、子ども1

人当たり2万円を支給するための経費を追加 

※繰越明許費を同時計上 

 

補   正   額 
財  源  内  訳 

特 定 財 源 一 般 財 源 

３１３，３６０千円 ２７９，０７１千円 ３４，２８９千円 



- 2 - 

 

給与改定及び人事異動に係るもの 

 

● 正規職員給与費               ▲３４，６６１千円（一財▲34,661） 

 

  ● 会計年度任用職員給与費           ６６，５２８千円 

（国379 県 43 一財66,106） 

  

その他の事業 

   

● 甲賀広域行政組合負担金（議会・総務、清掃、消防） ▲４，９９８千円 

（一財▲4,998） 

甲賀広域行政組合補正予算に基づき負担金額を調整 

 

● 介護保険事業（繰出金）                  ７，１５２千円（一財7,152） 

    介護保険特別会計における人件費等の補正に伴う繰出金を増額 

 

  ● 水道事業会計出資事業                  ３０３千円（一財303） 

● 下水道事業会計補助事業                 ３６０千円（一財360） 

● 下水道事業会計出資事業                  ２７千円（一財27） 

水道事業会計及び下水道事業会計における人件費の補正に伴う補助金・出資金を増額 

 

【繰越明許費の補正】 

 ・追加 

● 物価高対応子育て応援手当支給事業       ２７８，１５０千円  

予算計上時から一定の期間を確保する必要があり、年度を超えて期間を設定する必要が

あるため 
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議案第１３７号 令和７年度 甲賀市国民健康保険特別会計補正予算（第３号）の概要 

 

■概 要 

  給与改定に係る人件費について、所要の補正を行います。 

 

■補正予算額 

  ○ 補正後の額 ８，７８６，５３０千円（うち一般財源 ２，２４３,７０１千円） 

 

■補正予算の主な内容 

 

【歳入予算の補正】 

 

● 県支出金                 ２５７千円 

・県繰入金（２号分）           １７１千円 

・特定健康診査等負担金           ８６千円 

 

    ● 繰入金                   ５５千円 

・財政調整基金繰入金            ５５千円 

 

 

【歳出予算の補正】 

 

  ● 一般管理費                １８３千円 

    ・会計年度任用職員給与費         １８３千円 

   

● 特定健康診査等事業費           １２９千円 

・会計年度任用職員給与費         １２９千円 

 

     

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

補   正   額 
財  源  内  訳 

特 定 財 源 一 般 財 源 

３１２千円 ２５７千円 ５５千円 
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議案第１３８号 令和７年度 甲賀市介護保険特別会計補正予算（第３号）の概要 

 

■概 要 

  給与改定等に係る人件費等について、所要の補正を行います。 

 

■補正予算額 

  ○ 補正後の額 ８，６４６，６９８千円（うち一般財源 ３，２４４，４１５千円） 

 

■補正予算の主な内容 

 

【歳入予算の補正】 

 

● 国庫支出金                     ４４８千円 

・総合事業調整交付金                    ８１千円 

・地域支援事業交付金（介護予防・日常生活支援総合事業）  ３２４千円   

・地域支援事業交付金（総合事業以外の地域支援事業）      ４３千円 

 

● 支払基金交付金                   ４３８千円 

・地域支援事業支援交付金                ４３８千円 

 

● 県補助金                      ２２４千円  

・地域支援事業交付金（介護予防・日常生活支援総合事業） ２０３千円 

・地域支援事業交付金（総合事業以外の地域支援事業）     ２１千円 

 

● 繰入金                     ７，５５６千円 

・地域支援事業繰入金（介護予防・日常生活支援総合事業） ２０３千円 

・地域支援事業繰入金（総合事業以外の地域支援事業）     ２１千円 

・事務費繰入金                    ６，９２８千円 

・介護給付費準備基金繰入金                ４０４千円 

  

【歳出予算の補正】 

  

 ● 認定調査経費                  ６，９２８千円 

・会計年度任用職員給与費                ６，９２８千円 

    

 ● 一般介護予防事業費               １，６２４千円  

   ・職員給与費                      ８５１千円 

   ・会計年度任用職員給与費                ７７３千円 

 

  ● 認知症総合支援事業費                １１４千円 

・会計年度任用職員給与費                  １１４千円 

補   正   額 
財  源  内  訳 

特 定 財 源 一 般 財 源 

８，６６６千円 １，１１０千円 ７，５５６千円 
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議案第１３９号 令和７年度 甲賀市水道事業会計補正予算（第２号）の概要 

 

■概 要 

  給与改定等に係る人件費について、所要の補正を行います。 

 

■補正予算の主な内容 

   

  《収益的収入》          ▲１２５千円  他会計補助金 

  

 《収益的支出》        １１，８１９千円  職員給与費 

 

  《資本的収入》           ３０３千円  出資金 

 

《資本的支出》        ▲１，１９３千円  職員給与費 

 

 

議案第１４０号 令和７年度 甲賀市下水道事業会計補正予算（第２号）の概要 

 

■概 要 

  給与改定等に係る人件費について、所要の補正を行います。 

 

■補正予算の主な内容 

   

  《収益的収入》            ３６２千円  他会計補助金 

   

《収益的支出》         ２，７８３千円  職員給与費 

 

《資本的収入》             ２７千円  出資金 

 

《資本的支出》         １，０７２千円  職員給与費 

 



　

事業名称

　　　　　目的

対象者

事業概要

事業費（今回補正予算額）

担当課 　こども政策部　子育て政策課

　278,649千円（国278,649）

令和7年度　一般会計補正予算（第７号）　事業の概要

　物価高対応子育て応援手当支給事業

　物価高の影響が長期化しその影響を強く受けている子育て世帯を支援するため、０歳

から高校３年生までの子どもを養育する世帯に対し、子ども１人当たり２万円の「物価

高対応子育て応援手当」を支給する。

平成19年4月2日から令和8年3月31日までに出生した児童の保護者（所得制限なし）

（１）対象者　　市内に住所を有する0歳～18歳（平成19年4月2日以降生まれ／

　　　　　　　　令和8年3月31日までの出生児含む）

　　　　　　　　　令和7年9月末時点 13,168人 ≒ 13,510人

　　　　　　　　　【内訳】プッシュ支給（児童手当受給者等）　12,065人

　　　　　　　　　　　　　申請支給（新生児・公務員等）　　　 1,445人

（２）対象額　　事業費　　手当＠2万円×13,510人　　270,200千円

　　　　　　　　事務費　　　　　　　　　　　　　　　  8,449千円

　　　　　　　　　人件費（会計年度任用職員1名）　　      499千円

　　　　　　　　　消耗品（事務用品等）1　                         50千円

　　　　　　　　　運搬代　発送＠110円×8,000件 　　　　880千円

　　　　　　　　　手数料　振込＠100円×1.1×8,000件@　880千円

　　　　　　　　　委託料　システム改修　　　　　　     5,940千円

　　　　　　　　　　　　　封入封緘委託　　　　　　　　 200千円

（３）支給方法　　児童手当受給者はプッシュ式、公務員等は申請必要

（４）回　数　　　1児童につき、1回限り

（５）その他　　　基準日＝令和7年9月30日


